
行政評価シート（事務事業評価） 評価年度 2８年度 

事業名 地区活動推進事業 担当課 総務課

細分化した事業名

１ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の計画的位置づけ 

基本方向 人が集う交流のあるまちづくり

第６次長期総合計画での目的体系 政策 さまざまな交流の実現

施策 コミュニティ活動の推進

関連する個別計画等 根拠条例等
特別職の職員で非常勤のものの報酬条例

市補助金等交付規則

２ 計画（ＰＬＡＮ）：事務事業の概要 

事業の目的

市政の円滑な運営に資するため、自治会組織との連携強化を図る。
・広報及び各種連絡・依頼事項の通知や回覧による周知

・各種事業及び行事等に対する理解と協力要請
・市政への要望及び意見の集約

事業の手段 

◇地区役員への報酬

・代表地区長：102 千円／地区長：93 千円／地区長代理：15 千円／組長：12 千円（H25・H26）
・地区長：90千円 + 51世帯以上 101世帯未満 5千円／101世帯以上 10千円  （H27）
◇各地区へ運営費補助金の交付（H25・H26）
・地区割：100 世帯以上 4 千円／100 世帯未満 2 千円 世帯割：200 円
◇各地区へ運営費交付金の交付（H27）
・地区割：100 世帯以上 4 千円／100 世帯未満 2 千円 世帯割：200円、530円 全地区 20千円
◇連合会へ運営費補助金の交付 650 千円
・総会（年１回）役員会（年 5 回程度）の開催
・研修会等の実施（県外研修／その他研修／公共施設見学会／意見交換会）

事業の対象

市内各町及び市民
（主に行政との窓口となる地区長）

３ 実施（ＤＯ）：投入費用及び従事職員の推移（インプット＝費用＋作業） 

25 年度 26 年度 27 年度

A 事業費 (千円) 23,297 23,170 19,165
財
源
内
訳

国・県支出金 410 408 408

その他（使用料・借入金ほか）

一般財源 22,887 22,762 18,757

B 担当職員数（職員 E） (人) 0.6 0.6 0.6

C 人件費(平均人件費×E) (千円) 3,894 4,076 4,029

D 総事業費(A+C) (千円) 27,191 27,246 23,194

主な事業費用の

説明 
27 年度：地区運営交付金制度開始（地区役員報酬の見直し） 

注〉平均人件費は各年度決算額(職員給与費)から算出した 25 年度（6,491 円）,26 年度（6,794 千円）,27 年度（6,715 千円）を使用しています。 

４ 実施（ＤＯ）：事業を数字で分析（アウトプット＝事業量）

指標名 指標の算出方法
実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度 

活動指標

１
地区役員報酬 年間支払額（千円） 20,362 20,280 9,560

２
地区運営費 交付金交付額（千円） 2,113 2,110 9,133

３
地区長連合会運営費 年間支出額（千円） 679 555 204

妥当性 □ Ａ 妥当である ■ Ｂ ほぼ妥当である □ Ｃ 妥当でない

上記活動指標と妥当性
の説明

１ 平成 26年度に策定された補助金適正化計画に基づき、見直しを行った。地区長等への「報酬」と「運
営費」は、自治会活動費において一体のものであると考えられるため、構成の見直し及び額について、

県内他市の「１世帯あたりの地区長報酬」や「１世帯あたりの運営費」を参考にした。自治会活動の
更なる活性化と各自治会の自己決定による運営を促進するため、使途を特定しない交付金を支給し
た。連合会運営費についても内容を精査し、活動方針の適正化を検討した。以上のことから、ほぼ妥

当と考える。

２

３



５ 評価（ＣＨＥＣＫ）： 事務事業評価 （アウトカム＝成果・効果）

指標名 指標の算出方法
実   績   値

25 年度 26 年度 27 年度

成果指標 

もしくは 

まちづくり

指標

１
文書配布数 年間配布数（部） 124,008 122,160 121,932

２
自治会加入率 自治会加入世帯／全世帯数

（％）
74.6 74.4 73.7

３
自治会加入世帯数 （世帯） 9,243 9,225 9,183

成 果 □ Ａ 上がっている ■ Ｂ ほぼ上がっている □ Ｃ 上がっていない

上記指標の妥当性と成
果の内容説明

１
地区役員の協力により、大きな問題もなく実施できている。また、地区への配布物を使送により行
うことで、郵送コスト面において効率的に実施できている。

２ 核家族化等の要因により世帯数は増加しているものの自治会加入世帯数が減少傾向にあることか
ら、加入促進の方策を検討していく必要がある。

３

事務事業総合評価 □ Ａ 期待以上に達成 ■ Ｂ 期待どおりに達成 □ Ｃ 期待以下の達成

６ 改善（ACTION）：今後の事務事業の展開

□ 拡大（コストを集中的に投入する） ■ 一部改善（事務的な改善を実施する）

今後の事業展開
□ 全部改善（内容・手段・コスト・実施主体等

の見直しが必要）

□ 縮小（規模・内容を縮小、又は他の事業と統合

する）

□ 廃止（廃止の検討が必要）

事
務
事
業
の
改
善
案

改善の概要・方向性（いつまでに、どういう形で具体化するのか）

28年度の改善計画（今後の事業展開説明）
・平成 27年度末現在で 50世帯以下の地区が 21地区と全体の約 20%を占めている状況である。また、自治会活
動の強化や地区役員の負担軽減を図るためにも、地区の再編・統合について見直す時期にある。
・平成 27年度には、地区役員報酬の見直し及び既得権的な現行の地区運営費補助制度を自主的な活動への支援
制度（交付金制度）への切り替えを行った。その上でこれらに係るアンケート調査を実施したところである。
・平成 28年度は、アンケート調査の結果の検証を十分に行うことはもとより、前述の地区の再編・統合につい
て、効果的な手段を探るべく多角的に地区長連合会等で検討を行う。

過去
の 
改善
経過

平成２５年度
・自治会への加入促進を目的とした、自治会加入促進のちらしの配布

・継続的かつ円滑な自治会運営を持帰的とした、自治会ハンドブックの配布
平成２７年度
 ・地区役員報酬の見直し

 ・地区運営費交付金制度の運用開始

課長所見
行政にとって自治会組織の活性化は重要な課題である。自治会加入率が毎年微減していることに注視した

い。長期的には、自治会の再編を含め活性化を図っていきたい。


